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    （重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法

その他有価証券 

  市場価格のない株式等以外のもの　 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に

より算定）

  市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

時価法

評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

商品 先入先出法

貯蔵品 移動平均法

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）  定率法

ただし、1998年４月１日以降取得の建物(建物附属設備を除く)、

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備、構築物及び店舗の資産に

ついては定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建        物    ３年～15年

工具・器具及び備品　  ３年～５年

無形固定資産（リース資産を除く）  

  自社利用のソフトウェア 　 社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

 従業員に対する賞与の支給に備えて、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

株主優待引当金

 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度において発生すると見込まれる額を計上しております。

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えて、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

 退職給付債務の計算について簡便法を採用しております。

４．収益及び費用の計上基準

　当社は、繊維製品の販売を主な事業としており、これらの商品及び製品については、商品及び製品を引渡した時点で、顧客

が支配し履行義務を充足したと判断しております。商品及び製品の国内販売において、出荷時から顧客への商品及び製品移転

時までの期間が通常の期間である場合は、出荷時点で収益を認識しております。

　これらの収益は顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及びリベート等を控除した金額で測定しておりま

す。取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

５．外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６．グループ通算制度の適用

 グループ通算制度を適用しております。

(会計上の見積りに関する注記）

１.商品の評価

(１) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

当事業年度

1,616

81

(２) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、商品の評価は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっており、シーズン

の経過や滞留によって収益性の低下が認められた商品については、適正な価額まで簿価を切下げ、評価損を計上しております。

将来の市況の急激な変化、天候変動要因を含む様々な消費動向の変化により当社が想定していない変化が発生した場合、追加的

に評価損計上が必要となる場合があります。

 単 体 注 記 表 

有 価 証 券

デリバティブ

棚 卸 資 産

商品

商品評価損
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２.返金負債・返品資産

(１) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

当事業年度

438

225

(２) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　算出方法

②　主要な仮定

   想定される取引先の店頭在庫金額については過去からの入出庫情報により算定しております。また、返品率については、過去

の返品実績率により期末時点に適した返品実績率を仮定し、採用しております。

③　翌事業年度の財務諸表に与える影響

  当事業年度末時点で入手可能な情報に基づいた最善の見積りであるものの、主要な仮定は、消費者の購買行動の変化やその他

の経済環境等の変化によって影響を受ける可能性があり、返品率や店頭在庫金額に重要な影響が及ぶ場合には、翌事業年度の返

金負債及び返品資産の評価にその影響を反映させる可能性があります。

(会計方針の変更）

１．法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－3項ただし書き

に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下

「2022年改正適用指針」という。）第65－2項（2）ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当事業年度

の変更による計算書類への影響はありません。

    （貸借対照表に関する注記）

１.関係会社に対する債権債務

(１) 短期金銭債権 43 百万円

(２) 短期金銭債務 209 百万円

(３) 長期金銭債務 92 百万円

２.有形固定資産の減価償却累計額 296 百万円

３.担保資産　　　　　　

担保に供している資産

投資有価証券 2,190 百万円

上記に対応する債務

短期借入金 600 百万円

上記の他に定期預金16百万円を営業取引保証のため担保に供しております。

４.保証債務

　子会社の金融機関からの借入金について保証しており、保証極度額は次のとおりです。

RONDEX(Thailand)CO.,LTD. 147 百万円

５.受取手形割引高 182 百万円

６.期末日満期手形
　 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
　 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が当期末残高に含まれております。

受取手形 6 百万円

７.当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。

　事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 2,000 百万円

借入実行残高 1,100 百万円

差引額 900 百万円

返金負債

返品資産（流動資産のその他）

　返金負債及び返品資産は取引先との間の商慣習により生じる返品について翌期以降に発生が見込まれる金額をもとに計上
しております。

具体的には下記の通りです。
【レッグウェア】想定される取引先の店頭在庫金額に一定期間の過去の返品実績率を乗じて算出し、計上しております。

【ホームウェア】想定される取引先の店頭在庫金額に一定期間の過去の返品実績率を参考としつつ、担当部署による返品
                見込みを算定し、計上しております。

【その他量販部】担当部署の予測をもとに返品見込みを算定し、計上しております。
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    （損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

（１）関係会社への売上高 145 百万円

（２）関係会社からの仕入高 117 百万円

（３）関係会社への物流業務委託料 650 百万円

（４）関係会社との営業取引以外の取引高 1 百万円

２．減損損失の内容 (単位：百万円）

用　　途 金　　額

6

5

小売り事業用資産 2

15

　当社は、事業用資産につきましては、事業セグメントを基礎とし、店舗資産については店舗ごとにグルーピングしております。本社設備等

については共用資産としております。

　営業活動から生じる損益が継続的してマイナスとなり、減損の兆候が認められた該当資産グループにおいては、回収可能額（使用価値）を

算定した結果、評価額がマイナスとなりました。これに伴い、帳簿価額を零まで減額し、減損損失（15百万円）を特別損失として計上してお

ります。

    （株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度の末日における自己株式の数

普 　　通　 　株　 　式 403,305 株

　　（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

棚卸資産評価損 19 百万円

退職給付引当金 163

投資有価証券評価損 67

繰越欠損金 1,675

関係会社株式評価損 60

減価償却超過額（減損損失含む） 56

その他 133

繰延税金資産小計 2,175

評価性引当額 △ 2,175

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 819

その他 △ 10

繰延税金負債合計 △ 830

繰延税金負債の純額 △ 830

２．決算日後における法人税等の税率変更

　「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2027年２月１日以後開始

する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。　これに伴い、2027年２月１日に開始する事業年度以降に解

消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を34.59％から35.43％に変更し計算しておりま

す。この税率変更による影響は軽微であります。

   （関連当事者との取引に関する注記）

１．法人主要株主 （単位：百万円）

種類 議決権等の所有（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

主要株主 被所有 買掛金 158

(会社等) 直接11.5％ 電子記録債務 286

（注） 商品の取引については、市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

２．子会社 （単位：百万円）

種類 議決権等の所有（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 所有 物流業務委託

直接100.0％ 役員の兼任

商品の販売(注2) 139 売掛金 21

子会社 NAIGAI APPAREL 所有 商品の購入(注2) 2 買掛金 －

(H.K.)LTD. 直接100.0％ 資金の借入(注3) 115 短期借入金 23

利息の支払(注3) 1 長期借入金 92

子会社 RONDEX 所有 債務保証

(Thailand)CO.,LTD. 直接100.0％ 役員の兼任

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注） １． ㈱インテクストとの物流業務委託については、市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

２．NAIGAI APPAREL(H.K.)LTD.との商品の取引については、市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

３. NAIGAI APPAREL(H.K.)LTD.からの資金の借入については、市場金利を勘案して決定しております。

４．RONDEX(Thailand)CO.,LTD.の銀行借入金に対して、債務保証をしており、取引金額は期末時点の保証債務の極度額を記載しております。

－ －

種　　類

有形固定資産（その他）

合　　　計

193

債務保証(注4) 147

商品の販売及び購入
資金の借入
役員の兼任

会社等の名称

1,574商品の購入
MNインターファッション㈱

商品の購入(注)

会社等の名称

場　　所

建物及び構築物千葉県

卸売り事業用資産
建物及び構築物

愛知県等

物流業務委託(注1)
㈱インテクスト

650 未払金
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   （収益認識に関する注記）

収益を理解するための基礎となる情報

　連結注記表と同一であります。

   （１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 704 円46銭

２．１株当たり当期純利益 5 円54銭
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